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   稲沢市市民参加条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、稲沢市市民参加条例（平成２０年稲沢市条例第３

５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

 （公表の方法） 

第２条 条例及びこの規則の規定による公表は、次に掲げる方法のうち

全部又は一部の方法により行うものとする。 

 ⑴  公表に係る施策等を所管する実施機関の事務室又は本庁舎内に設

置された行政情報コーナーにおける閲覧 

 ⑵  市のホームページへの掲載 

 ⑶  市の広報紙への掲載 

 ⑷  前３号に掲げるもののほか実施機関が必要と認める方法 

 （審議会等の会議の公開） 

第３条 審議会等の会議は、原則として公開しなければならない。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合は、会議の全部又は一部を非

公開とすることができる。 

 ⑴  法令等の規定により非公開とされる場合 

 ⑵  稲沢市行政情報公開条例（昭和５８年稲沢市条例第１６号）第６

条第１項各号に掲げる行政情報（以下「非公開情報」という。）を取

り扱う場合 

 ⑶  会議を公開することにより、当該会議の公正かつ円滑な運営に著

しい支障があると認められる場合 



２ 実施機関は、審議会等の会議を開催しようとするときは、事前に次

の項目を公表するものとする。 

 ⑴  開催日時 

 ⑵  開催場所 

 ⑶  議題  

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認めるもの 

 （審議会等の会議録の作成及び公表） 

第４条 審議会等の会議が開催されたときは、審議会等の会議録を作成

するものとする。 

２  公開された審議会等の会議にあっては、作成された会議録を公表す

るものとする。ただし、非公開情報については、この限りでない。 

 （パブリック・コメント手続の公表） 

第５条 実施機関は、パブリック・コメント手続を実施するときは、あ

らかじめ次に掲げる事項を公表するものとする。 

 ⑴  市の施策等の案の名称 

 ⑵  市の施策等の案を作成した趣旨、目的及び背景 

 ⑶  意見の提出先、提出方法及び提出期間 

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、市民が施策等の案を理解するために

必要な情報として、実施機関が必要と認めるもの 

 （パブリック・コメント手続による意見の提出） 

第６条 市民は、実施機関がパブリック・コメント手続を実施するとき

は、次に掲げる事項を明らかにした稲沢市パブリック・コメント手続

に関する意見書（別記様式）を提出するものとする。ただし、様式に



ついては必要に応じ変更することができるものとする。 

 ⑴  市の施策等の案の名称 

 ⑵  市の施策等の案に対する意見の要旨及びその理由 

 ⑶  個人にあっては氏名及び住所、法人その他の団体にあっては名称、

代表者の氏名及び所在地 

 （パブリック･コメント手続による意見の提出方法及び期間） 

第７条 実施機関は、パブリック･コメント手続を実施するときは、次に

掲げる方法により、実施対象の案に対する市民からの意見を受け付け

るものとする。 

 ⑴  郵便等による書面の送付 

 ⑵  ファクシミリ 

 ⑶  電子メール 

 ⑷  実施機関が指定する場所への書面の提出 

２  前項に規定する意見の提出期間については、市民が意見を提出する

ために必要と判断される期間等を考慮し、３０日以上とする。ただし、

３０日以上の期間を定めることができないやむを得ない理由があると

きは、この限りでない。 

 （パブリック･コメント手続で提出された意見の処理） 

第８条 実施機関は、前条の規定により提出された意見を市の施策等に

配慮するよう努めるものとする。 

２  実施機関は、前条の規定に基づき市民から提出された意見及びこれ

に対する市の考え方を公表するものとする。ただし、次に掲げるもの

については、この限りでない。 



 ⑴  賛否の結論のみを示した意見 

 ⑵  市の施策等の内容に合致しない意見 

 ⑶  前条に規定する意見提出の規定に違反して提出された意見 

 ⑷  非公開情報に該当する意見 

３  前項の公表に当たっては、意見の提出者への個別の回答は行わない

ものとし、類似の意見及びこれに対する市の考え方をまとめて公表す

ることができるものとする。 

 （ワークショップの実施） 

第９条 実施機関は、ワークショップを開催しようとするときは、事前

に次の項目を公表するものとする。 

 ⑴  開催日時及び場所 

 ⑵  議題  

 ⑶  参加できる者 

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認める項目 

２  実施機関は、ワークショップの開催に当たり、作業内容、実施回数

の設定等を適切に行うことにより、参加者の誰もが自由に意見等を述

べ、又は議論できる環境を確保し、参加者の意見等の方向性を見いだ

すよう努めなければならない。 

 （ワークショップで出された意見の処理） 

第１０条 実施機関は、ワークショップで出された意見を市の施策等に

配慮するよう努めるものとする。 

 （ワークショップの公開等） 

第１１条 ワークショップの公開並びに会議録の作成及び公表について



は、第３条及び第４条の規定を準用する。この場合において、「審議会

等の会議」及び「会議」とあるのは、「ワークショップ」と読み替える

ものとする。 

 （公聴会手続の公表） 

第１２条 実施機関は、公聴会を開催しようとするときは、事前に次の

項目を公表するものとする。 

 ⑴  開催日時及び場所 

 ⑵  市の施策等の案の名称 

 ⑶  市の施策等の案を作成した趣旨、目的及び背景 

 ⑷  作業内容 

 ⑸  前各号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認める項目 

 （公聴会での意見の処理） 

第１３条 実施機関は、公聴会で出された意見を市の施策等に配慮する

よう努めるものとする。 

 （公聴会の公開等） 

第１４条 公聴会の公開並びに会議録の作成及び公表については、第３

条及び第４条の規定を準用する。この場合において、「審議会等の会議」

及び「会議」とあるのは、「公聴会」と読み替えるものとする。 

 （アンケート調査の実施） 

第１５条 実施機関がアンケート調査を実施するときは、アンケートの

対象者、対象人数、対象区域等を考慮して幅広い意見を求めるよう努

めるものとする。 

 （アンケート調査の意見の処理） 



第１６条 実施機関は、アンケート調査で提出された意見を市の施策等

に配慮するよう努めるものとする。 

 （補則） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   付  則  

 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 



別記様式（第６条関係） 

稲沢市パブリック・コメント手続に関する意見書 

                          年   月   日提出  

氏     名 

（法人その他の団体の場

合は名称及び代表者氏名） 

 

住     所 

（法人その他の団体の場

合は所在地） 

 

電 話 番 号 （     ）    － 

電子メールアドレス 
 

市の施策等の案の名称 

 

市の施策等の案に対する

意見の要旨及びその理由 

 

 備考  この様式は、日本工業規格Ａ４とする。 


